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 報道提供資料 

（財）自治体国際化協会 
平成20年2月 8日 

 
 
 

シドニー事務所における「2007 年度シドニー地方行政交流セミナー」の開催について 
 
 
（財）自治体国際化協会では、日本の地方行政や地域に関する情報を海外へ紹介するための

様々な事業を行っているところです。この度、当協会のシドニー事務所が「2007 年度シドニ

ー地方行政交流セミナー」を下記のとおり開催しますので、お知らせします。 
 

記 
 
１ 目的 
   ニュー･サウス･ウェールズ（NSW）州内の地方自治体関係者を対象に、特定のテーマ

に基づいて、日豪の地方行政制度、地方自治体の先進的な行政実例などの講演や意見交換

を行い、日豪両国の地方自治の進展と相互理解及び交流の促進を図るもの。今年度より開

催、今後毎年開催予定。 
 
２ 日時及び場所 
   2008年2月15日（金）9：30～14：15 

オーストラリア NSW州シドニー市 
シャングリラ・ホテル グランドボールルームⅠ 
176 Cumberland Street, The Rocks, NSW 2000, Australia  Tel:+61 2 9250 6250 

 
３ 内容 
   テーマ：日豪における地方と中央の政府間関係の動向 
   “Future of Intergovernmental Relations : Ideas from Japan” 

基調講演：「日本の地方分権改革の動向」（50分） 
佐賀県多久市長 横尾俊彦氏（地方分権改革推進委員会委員） 

パネルディスカッション -日豪における地方と中央の政府間関係の動向（95分） 
モデレーター ・ ロバート・メロー氏  

（シドニー工科大学 地方自治センター次長） 
パネリスト ・ ロス・ウッドワード氏 （NSW州地方自治省次長）  

・ ロバート・ベル氏 （NSW州地方自治体協会副会長） 
・ステーブン・ブラッカダー氏  

（NSW州地方自治体管理者協会特別会員） 
・横尾俊彦氏 （多久市長） 
・グラハム・サンソム氏 

（シドニー工科大学 地方自治センター所長） 
※詳細については、別紙をご参照ください。 

 
連絡先
（財）自治体国際化協会 
シドニー事務所  
調査役：小柳 所長補佐：山崎 
電話：+61-2-9241-5033 
FAX：+61-2-9241-5014 
Email：mailbox@jlgc.org.au 



（参考１） 

シドニー地方行政交流セミナー 

 

1. 概   要 

(1) 開催日時 2008 年 2 月 15 日（金） 9：30～14：15 

(2) 会  場 シャングリラ・ホテル グランドボールルームⅠ 

(3) テ ー マ 日豪における地方と中央の政府間関係の動向 

“Future of Intergovernmental Relations: Ideas from Japan” 
(4) 参加予定者 NSW 州内地方自治体、州政府、関係団体、大学関係者等 約 80 名 

(5) 協  力 シドニー工科大学（ＵＴＳ）地方自治センター 

 

2. プログラム  

司会 ロバート・メロー氏 （シドニー工科大学 地方自治センター次長） 

9：30  主催者挨拶 

  来賓挨拶 シドニー市議会議員 

9：50～10：00 「日本の地方行政について」（10 分） 

  自治体国際化協会 シドニー事務所長 池田憲治 

10：00～10：50 基調講演 

 「日本の地方分権改革の動向」（50 分） 

  佐賀県多久市長 横尾俊彦氏（地方分権改革推進委員会委員） 

10：50～11：20 モーニングティー休憩（30 分） 

11：20～12：55 パネルディスカッション -日豪における地方と中央の政府間関係の動向（95 分） 

   モデレーター ・ ロバート・メロー氏 

 （シドニー工科大学 地方自治センター次長） 

  パネリスト ・ ロス・ウッドワード氏 （NSW 州地方自治省次長）  

   ・ ロバート・ベル氏 （NSW 州地方自治体協会副会長） 

   ・ ステーブン・ブラッカダー氏  

（NSW州地方自治体管理者協会特別会員） 

    ・ 横尾俊彦氏 （多久市長） 

    ・ グラハム・サンソム氏 

 （シドニー工科大学 地方自治センター所長） 

12：55～13：00 総括 

13：00～14：15 昼食会（立食）  



（参考２） 
 
 

１．シドニー工科大学（UTS）地方自治センター 
 

シドニー工科大学地方自治センターは、シドニー工科大学内にある独立機関である。1991

年に設立され、現在、オーストラリア国内にある同種のセンターの中では最大規模を誇って

いる。 

同センターでは次のような活動を行っている。 

・地方自治体職員および地方自治体関連の専門職従事者への専門能力開発プログラム 

・地方自治体経営学の学位取得プログラム 

・地方自治体および行政に関する各種調査 

・専門家による、カウンシル、州、連邦政府機関へのコンサルタントサービス 

・国際的なプログラムやプロジェクトの実施 

同センターでは、地方自治に関する教育、調査等に積極的に取組んでおり、オーストラリ

ア国内、アジア・太平洋地域および世界中にある多くの地方自治体協会、専門機関、学術機

関と密接な関係を築いている。 

 

２．ニュー･サウス･ウェールズ（NSW）州内地方自治体数  152 
   
３．基調講演 
 

横尾 俊彦（よこお としひこ） 佐賀県多久市長／無所属 
略歴 1956 年佐賀県生まれ  
小城高・慶応義塾大学法学部卒業 カナダ留学  
松下政経塾 1 期生  
卒塾後は地域おこし仕掛人などとして活動  
97 年に佐賀県多久市市長当選  現在 3 期目  
地方分権改革推進委員会委員、全国市長会相談役 
著作 「国の常識は地方の非常識」 共著 PHP 研究所 2004 年  

「青年市長－ニッポンの新世紀」 全国青年市長会（共著） 河出書房新社 2000 年 


